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はじめに 

アフガニスタンに約 20 年間駐留してきた米軍の撤退が進むと、イスラム武装組織タリバ

ンの勢力が拡大し、8 月 15 日には首都カブールがタリバンの手に落ちた。そして、米軍が

30 日に撤退を完了させ、タリバンの圧政や地域の混乱などへの懸念が世界で広がっている。 

 「帝国の墓場」と呼ばれるアフガニスタンは歴史的に地政学的に極めて重要な地であり、

多くの外国勢力がアフガニスタンに侵攻してきたが、大国、すなわち、大英帝国、ソ連、米

国がその侵攻・支配にことごとく失敗してきた。特に米国の駐留は 20 年と最長であったが、

それは間違いなく失敗であったと言えるだろう。米国が支援してきたカルザイ政権、ガニ政

権は腐敗し、人々の心を掴めなかったし、誤射などで多くのアフガン人も殺害してきた米兵

はひどく恐れられた 1。 

アフガニスタンのナショナリズムを無視し、米国が押し付けた欧米型の民主主義はアフ

ガニスタンで受け入れられなかったのである。最初から馴染まないものだったとも言える

かもしれない。たとえば、旧ソ連には、民主政権より、「安定」を保証してくれる権威主義

体制を好む国民が多い国も少なくない 2。また、近年では EU 加盟国であるハンガリーやポ

ーランドですら、欧米型の民主主義からの逆行が目立つ。今回の出来事は、欧米型民主主義

の限界を改めて見せつけたとも言えるだろう。

そして、米国は 20 年間で多くの人的、金銭的コストを注ぎ込んだ見返りもなく、同盟国

からの信頼をかなり喪失することにもなり、多くの犠牲を被ることになった。

本稿では、アフガニスタンの激変をめぐる周辺国、具体的には中露、中央アジア、コーカ

サスの地域情勢における動き、および見通しを論じ、日本への政策提言を行う。

1 「中村哲が 14 年に渡り雑誌『SIGHT』に語った 6 万字」（https://www.rockinon.co.jp/sight/nakamura-
tetsu/）。 
2 特に、欧米が支援したいわゆる「カラー革命」後の混乱は、民主化のイメージをより貶めることになっ
た。 



周辺国の地域情勢の動き 

 今回の米国の撤退を受け、米国と対抗関係にある中露は、これを米国の「敵失」とし、対

米批判を展開している。特に、ロシアは今回のアフガニスタンの展開を受け、親米のウクラ

イナや他の「近い外国（旧ソ連諸国）」に対し、アフガニスタンと同じ末路を歩むことにな

るので、アフガニスタンからの教訓を活かせと警告するなど、自国の影響圏維持にまでも利

用しようとしている 3。 

そして、中露はともに、タリバンと関係を構築してきたため、カブールで大使館業務も通

常通り継続できている。 

だが、中露ともに、タリバン政府の承認には慎重である。たとえば、ロシアは 2003 年に

テロ組織認定し、それを取り下げていないが、タリバンの政権掌握後、国営放送などがタリ

バンの肩書きをテロリストから過激派という呼称に変えるなど、明らか変化が見られるも

のの、タリバンを信用するには至っていないのが現実である。 

特に中露が恐れているのが、アフガニスタンからのテロの拡散と難民の流出である。中国

は、アフガニスタンに国境を接する新疆ウイグル自治区の独立派組織、東トルキスタン・イ

スラム運動（ETIM）の動きに特に神経を尖らせている。新疆ウイグル自治区における中国

の弾圧を逃れるためにアフガニスタンにわたった ETIM メンバーが中国に戻ってテロを行

うことやアフガニスタンのテロ集団との協力などに警戒を強めている。また、ロシアはアフ

ガニスタンと国境を接していないものの、テロの影響を極めて懸念している。ロシアが影響

圏と考えている中央アジアのウズベキスタン、タジキスタン、トルクメニスタンはアフガニ

スタンと国境を接しており、またウズベキスタンイスラム運動（IMU）などの中央アジアの

テロ組織はアフガニスタンのタリバン、アルカイダ、イスラム国ホラサン州（IS-KP）と関

係を構築しており、さらに、ロシアの北コーカサスのテロリストがアフガニスタンに向かう

可能性もあり、地域がテロの温床になりかねないからである。また、アフガニスタンがタリ

バンの圧政やテロの拡大などで不安定化すれば、難民流出が激しくなる可能性が高い。そう

なれば、不安定化が地域全体に拡散しうる。 

そのため、米軍撤収前も後も、ロシアは中国やロシアが主導する軍事同盟・集団安全保障

機構(CSTO：現加盟国はロシア、アルメニア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギス、タジ

キスタン)は軍事演習を繰り返し、テロ対策を強化している。中国が特に注視しているのが

前述の通り ETIM であり、ロシアや CSTO は 8 月 26 日にアフガニスタンの首都・カブール

の国際空港周辺で自爆テロを起こした IS-KP を特に警戒している。また、パンジシール渓谷

 
3 Pavel Felgenhauer, “Russia Warns Ukraine and Other Neighbors to Draw Lessons From Fall of Kabul,” 
Eurasia Dairy Monitor, Vol. 18, Issue:133, August 19, 2021 (https://jamestown.org/program/russia-warns-
ukraine-and-other-neighbors-to-draw-lessons-from-fall-of-kabul/)。なお、ロシアは 2014 年にウクライナ
のクリミア併合・東部ウクライナへの干渉で国際的に孤立する中でタリバンとの関係を深めていき、7 年
間の信頼関係を構築してきたため、ウクライナ問題とアフガニスタンを繋げて考えている節がある。 



を拠点とし、旧タリバン政権に対抗して米国同時テロ直前に暗殺され英雄視されてきた故

マスード司令官の息子のアフマド・マスードが率いる反タリバン勢力「民族抵抗戦線」（9 月

6 日にタリバンが制圧したと宣言するも、「民族抵抗戦線」サイドはそれを否定）がタジク

系であるため、タジク系が住むタジキスタンはじめとした近隣諸国への影響を恐れる声も

ある。今後は、中露が CSTO や上海協力機構などとも緊密な協力をしながら、統治の安定を

模索してゆくと考えられる 4。 

 なお、バルト三国を例外として、旧ソ連諸国の中に NATO 加盟国は存在しないが、国際

治安支援部隊（ISAF）にアルメニア、アゼルバイジャン、ウクライナ、ジョージアが参加し

ていた。ここではコーカサス三国の状況について簡単にまとめる。アゼルバイジャン、ジョ

ージアは、アフガニスタンへのコミットメントが特に大きく、平和維持のための派兵は ISAF

の任務が 2014 年に終了した後も続いた。 

アゼルバイジャンは、トルコと共に共同でアフガニスタンの平和維持に従事してきたが、

カブール陥落後も、トルコと共にカブール国際空港の保護の任務を担ってきた。アゼルバイ

ジャンの民間人が 8 月 17 日以前に退避を終えた後も、同国の外交団と軍隊はアフガニスタ

ンに残って活動を継続したが、8 月末以降の活動については明らかになっていない。とはい

え、アゼルバイジャンは今後の外交プレゼンスにも関心を持っており、特に、トルコとの協

力によってそれを進めることを想定している。近年、トルコ、パキスタン、アゼルバイジャ

ンの 3 カ国協力が緊密になっており、そのスキームがアフガニスタンにも適用される可能

性もある。 

他方、ジョージアは NATO 加盟への足掛かりであり、米国との関係を強化する良いツール

だとして、米軍に協力する形でアフガニスタンの平和維持活動を行なってきた。人口あたり

の派兵数は非 NATO 国で最多で、ピーク時は 1500 人の派兵を行ない、合計２万人のジョー

ジア兵がアフガニスタンで従事してきた。そして、退役後に、アフガニスタンで民間警備や

ボディガードの職に就くなどし、アフガニスタンに残った者も少なくなかったという。だが、

今回の混乱で、ジョージア軍の全てが撤退した後に、このような形でアフガニスタンに残っ

ていたジョージア人の存在が浮き彫りになった。このようなジョージア人の待避に米国が

協力せず、結局、トルコなどのサポートで帰還ができたことは、米国への懐疑心を高めたと

言われている。 

 最後に、昨年、アゼルバイジャンとの第二次ナゴルノ・カラバフ紛争で敗戦を喫したアル

メニアは、今回のアフガニスタンからの教訓を今後の自国の軍事・安全保障に活かすべく検

討を進めているという。第二次ナゴルノ・カラバフ紛争では、アゼルバイジャンが山岳地帯

 
4 なお、中国が一帯一路政策にアフガニスタンを組み込んでゆくのではないかという議論もある。確か
に、アフガニスタンのレアアースなどに代表される豊かな鉱物資源や地政学的戦略性の高さなどから、コ
ミットメントの意義は高いと思われるが、他方でインフラ整備が成功の鍵になる一方、混乱が続く中では
インフラ整備もできず、そもそも近年の一帯一路のパフォーマンスが良くない中では、当面は積極的なコ
ミットメントは行わないだろうという見解が多く見られる。 



で戦う上で、アフガニスタンにおける米軍、NATO 軍の作戦を分析して活用したとしている

ことも、アルメニアの意識に働いているように思われる。  

 

日本への政策提言 

 筆者は、米国の 20 年の駐留は失敗だったと言わざるを得ないと考える一方、日本政府、

日本のNGOやボランティアの団体・個人などがアフガニスタンに対して行ってきたことは、

どれもとても重要であり、アフガニスタン人も極めて親日的であったと聞いている。政府レ

ベルの政治プロセス・ガバナンスの向上、治安改善、武装解除、開発・復興支援、人道支援、

そして NGO やボランティアなどの医療支援、教育支援、女性の権利向上のための支援、水

道事業などはどれもアフガニスタンにとって肝要なものであり、今後も必要とされている

ものである。 

 筆者は、人々の生活の安定なくして、民主化と安定は望めないと考える。アフガニスタン

では旱魃が厳しく、農業が行えない。そのため、人々は食べるために兵士になったり、少な

い水で栽培可能な大麻栽培を行なったりするしか無くなってしまう。そして、それが自動的

に過激派を増やし、同国を「世界の麻薬工場」にするという悪循環を生んできた。 

 この悪循環を断ち切るために当地にまず必要なのは、水、教育、職、衣食住の充足である。

これらがなければ、悪循環が消えないばかりか、例えば外国政府のサポートで留学できた優

秀な人材も、アフガニスタンに戻らず、欧米での生活を選んでしまうため、国づくりをでき

る人材が根付かず、結局、民主化や安定が望めなくなるのである。民主化はもちろん重要だ。

しかし、民主化の前に必要な最低限の条件を整えなければ、外国からの資金も汚職で末端に

は行き届かず、結局、安定的民主化は達成できない。そして、アフガニスタンは多民族国家

であり、宗教的にもイスラーム教のスンニ派が多数派であるとはいえ、シーア派もおり、国

土の 4 分の３が山岳地帯で、そもそも統治が極めて難しい素地がある。 

 そのため、日本はまず、このような最低限の条件を整えるための支援を行いつつ、欧米型

の民主主義を押し付けるのではなく、アフガニスタンの人々が納得できる民主化を進めら

れるよう、アフガニスタン人によるアフガニスタン人に望まれるような国家建設をサポー

トしてゆくべきだろう。 
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